
 

令和４年度 第４回 政策調整会議 会議録① 

                                                                  

◆開催日時：令和４年 10月 24 日（月） 9：30～9：40  

◆開催場所：第２委員会室 

◆出席委員：堤副市長、戎井副市長、大下教育長、西川総合政策部長、残総務部長、 

寺本財務部長、大西子ども家庭応援部長 

◆説 明 者：拝崎こども園推進担当主幹 

                                                                     

◆審議事項 

岸和田市立幼稚園及び保育所再編個別計画【中期計画】(案)について 

・・・・・こども園推進課⇒承認 

                                                                    

◆審議概要 

 

◎付議依頼書等に基づき説明 

◎説明後、質疑応答 

 

〈堤 副 市 長〉喫緊の課題であり、可能な限りスピードアップと前倒しの意識を持ち進めること。 

〈戎井副市長〉前倒しにあたり重要なことは土地があるかどうか。庁内で関係課と連携し立地場所を

確保すること。 

〈教 育 長〉本計画を何のために進めるかが重要。教育の観点としては、これまで住民説明会でも、

幼稚園に関し、５年間にわたり受け入れ定員を施設定員の半分に減らしても３割程度

空きがある状態であるため再編が必要であるという説明をしてきている。さらに、今

回の募集でも定員充足率が約 64％に下がっている状態である。保育・教育の面から、

再編の実現、早期化が必要不可欠であることを十分市民に説明し理解を得てもらいた

い。 

〈総 務 部 長〉待機児童は解消されるという認識でよいか。 

〈子ども家庭応援部長〉待機児童については、先の前期計画で２か所新設し、既存園でも定員を増員している

ため、令和６年くらいには必要数に対し一定の受け皿は確保でき、厚生労働省が定義

する待機児童は解消されると考えている。ただし、特定の園を希望する方については

完全に解消はできず、資格がありながら未入所という保護者は一定数残る。 

〈総合政策部長〉本案件について、原案のとおり政策決定会議に諮ることとしてよいか。 

 

【異議なし】 

 ⇒本件、原案のとおり承認し、政策決定会議に付議する。 



別記様式（第 14 条関係） 

 

 

      令和４年 10月４日 

 

 

 

政策調整会議付議依頼書 

 

 

 

依頼者名  子ども家庭応援部長   

 

 

 下記事項について、効果的かつ効率的な市政運営実施のための会議の設置に関する規程第

14条の規定に基づき、下記のとおり付議を依頼します。 

 

 

記 

 

付議事項名 
岸和田市立幼稚園及び保育所再編個別計画【中期計画】(案)につ

いて 

付議の目的 
（ポイントを絞り込んで、簡潔

に記載すること。） 

個別計画【中期計画】(案)を策定いたしましたので、政策調整(決

定)会議に付議するものである。 

説明者 

子ども家庭応援部こども園推進課 ： 津田、拝崎 

 

 

付議事項の概要 様式別紙に記載（必ず別紙様式をご提出ください。） 

 



別紙

★取組の目的

★総合計画上の位置付け

基本目標

↑ここにコードを入力 達成された姿

目指す成果

行政の役割

★現状と課題

（単位：千円）
予算額

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

0 3,985 2,857 100 100 501 100 1,303

0 0 7,624 38,518 712,800 482,000 271,454 86,000

0 91,582 782,262 535,344 0 0 63,753 255,014

0 25,229 169,773 0 0 0 0 0

0 0 15,675 0 0 0 0 0

0 145,910 0 100,052 0 0 166,733 0

81,407 685,913 350,290 60,968 48,200 39,336 157,346

16,923 113,262 94,179 13,000 52,000

168,376 179,016 229,545 651,932 434,301 449,704 132,971

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

674,014 712,900 482,501 502,040 342,317

        

★当該事項に関連する人員増の必要性※

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

★取組の効果を表す指標

単位 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

① 園 1 2 1 1 1

② 園 1 1 2 3 1

※事業費及び人員を確約するものではない。

目標値

指標名

本計画(案)により設置される
幼保連携型認定こども園数
※市立施設３園・民間施設３園

本計画(案)により閉園される
幼稚園・保育所数
※市立施設８園

付議会議

付議事項

令和４年度　　第４回会議

岸和田市立幼稚園及び保育所再編個別計画【中期計画】（案）について

無

実施中の取組及び予定する事項

Ⅰ－２　次世代を育てる

(1)安心して子どもを生み育てている

①子どもを生み育てやすい環境が整っている

ウ　ひとり親家庭が自立して安定した生活が送れるよう支援を行う

①市立幼稚園及び保育所再編事業

②市立認定こども園整備事業

（コードは「総計体系」を参照）

有

国費

府費

起債

一般財源

対象 就学前児童

どのような
状態を目指す

就学前児童・保護者にとって良好な幼児教育・保育環境を実現するため、市立幼稚園及び市立保育所の再編を実施する。

102010103

計

2,713,772

再編方針【改訂版】に基づいた個別計画【中期計画】（案）を策定したため、政策調整（決定）会議に附議するものである。

人員増の必要性

その他

④民間保育所施設整備支援事業

⑤公共公益施設整備基金積立事業

財源内訳

事業費

決算（見込額） 見込額

③民間認定こども園施設整備事業（民生費）

③民間認定こども園施設整備事業（教育費）


